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憲法・情報法の観点から見たSNS事業者の地位

⚫ 成原慧「情報法からみたプラットフォームをめぐる法的課題（上）」法律時報93巻8号（2021
年）
• 情報流通の媒介者

• データの集積者（アルゴリズムによる操作の問題）

• アーキテクチャの設計者

⚫ 情報流通の媒介者：現代における表現の自由の場
• 社会的責任として、利用者の表現の自由の尊重が求められる（過剰削除を避ける要請）

⚫ 危険責任としての責任
• 情報流通の適正について一定の責任を負うのではないか。

⚫ 基本権の主体としてのSNS事業者
• 規制には合憲性の問題が生じ、また、法律の根拠を要する。
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SNS事業者のあるべき規律をどのように構想するか

⚫ 国家・事業者・個人の三面関係を踏まえること
• この点については次のスライド参照。

⚫ ミクロの観点とマクロの観点
• マクロ的対策：誹謗中傷の総量を減らす対策（ＳＮＳ事業者の取組、ユーザーのリテラシーなど）

• ミクロ的対策：個別の被害者救済（最終的には訴訟に）

➢ プロバイダ責任制限法は両者にかかわる（個々の救済に資すると同時に、削除対応を一般的に促す）。

⚫ マクロの観点における３つのモデル
• 自由放任モデル：特段の規律を設けず、一般法（民法、刑法など）の規律に委ねる。

• 伝統的法規制モデル：（監視義務や）削除義務を課し、その違反には責任を問う。

• 共同規制（規律された自主規制）モデル：情報流通の適正確保の義務を課し、透明性の確保等を通じ担保。

⚫ 誹謗中傷問題以外との平仄：青少年保護、著作権保護、偽情報対策など。
• アーキテクチャの設計者としての側面の考慮。
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国家・プラットフォーム・国民の三面関係
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（参照）曽我部真裕ほか『情報法概説（第2版）』（弘文堂、2019年）34-35頁

営業の自由



ＳＮＳ事業者の規律：自由放任モデル
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⚫ SNS事業者に対する特段の規律を設けず、一般法（民法、刑法など）に委ねるモデル。
• 日本では、プロバイダ責任制限法（2001年）制定以前の世界。

• 同法制定後は純粋な自由放任モデルではないが、依然としてそれに近い状態であるが、その限界がこんにち問われている。

⚫ ウェブ2.0による情報空間の変容と諸権利間の関係のリバランスの必要性
• SNSの普及による情報拡散力の飛躍的向上：違法有害情報も同様。

• アテンションエコノミー、選択的接触（コンテンツモデレーション）による感情の刺激：「炎上」の頻発、偽情報など。

• 発信者に対する法執行の困難性。ゲートキーパーとしてのプラットフォーム規律の必要性。

⚫ SNS事業者の責任
• 表現の自由の場であるとともに、時には深刻な被害を生じ得る危険も伴う場の運営者としての責任があるのではないか。

⚫ 表現の自由の変容

• 「ソーシャルメディアの隆盛により、思想の自由市場に近い状態が現実化した結果、思想の自由市場論において素朴に前提とされ

てきたことが妥当しないことが露わになりつつあり、かつ、それによって弊害が生じつつある。これに対処し、思想の市場ないし情報空

間を安定的に維持するためには、国家の介入が必要であるように思われ（…）」（拙稿「表現の自由(4)」法学教室492号

（2021年）58頁）



ＳＮＳ事業者の規律：伝統的法規制モデル
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⚫ 個々の違法投稿につき削除義務を課し、その違反に制裁を加えるというモデル。
• いわゆる「ルールベース」の規制。

• 場合によっては監視義務も。

• 民事法ではこのモデル：人格権に基づく削除請求とその違反に対する損害賠償請求（ミクロ対策＝個々の
救済）。

⚫ 執行リソースが大きい：行政機関による執行は疑問で、裁判所の関与を要するか。

⚫ よくある指摘として判断の困難性と過剰削除のおそれ
• ただし、要件論で対応可能か。プロ責法3条のような免責があれば過剰削除にはなりにくいか。

⚫ 監視義務を課すことはこれまでのコンセンサスに反する。

⚫ 他の対策との平仄を視野に入れた場合、単調にすぎる。
• 対策は削除だけではない。事業者の創意工夫の余地を阻害。



ＳＮＳ事業者の規律：共同規制（規律された自主規制）モデル
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⚫ 情報流通の適正確保の義務を課し、それを担保。
• 透明性・説明責任の義務を課し、その違反に制裁。「ゴールベース」の規制。
• より直接に体制整備（通報窓口、異議申し立て、監査など）の義務付け。

⚫ 透明性・説明責任の趣旨：公開を通じた間接的な体制整備、情報流通の適正への取組の確保
• 当該事業者がどの程度レピュテーションを重視するか、競合事業者の有無や状況などによって効果は異なる。
• 特定DPF透明化法は政府が評価するプロセスを導入。

⚫ 創意工夫の余地を認める。競争に持ち込めればなおよい。

⚫ どこまで創意工夫に委ねるか：直接的な義務付けは不要か
• 事業者に対する予測可能性や、規制効果のコントロールの観点から要検討。
• 過剰削除のおそれ：異議申し立て制度の義務付けなど。
• 過少削除のおそれ：直接的な義務付けよりは透明化により対処（民事もある）。

⚫ 他の対策との平仄：青少年保護や偽情報対策でも利用可能か。
• アーキテクチャの設計者としての側面を考慮できる。
• DSA法案など、近年の傾向とも合致

⚫ 立法の必要性：SNS事業者の基本権を制約する側面がある。
• 政府規制も透明化によってチェック可能となる。

特定事項の義務付け

創意工夫に基づく取組

透
明
性

政府による評価

国民による監視

義務違反の制裁

それぞれの要素のバランスで多様な制度設計がありうる



放送法における「規律された自主規制」
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⚫ 番組準則を参照して番組基準を策定する義務。番審設置を義務付け、それを通じて説明責任を果たす。
• 報告者は「日本モデル」と呼んでいる（拙稿「放送番組規律の『日本モデル』の形成と展開」（http://hdl.handle.net/2433/173401）。

総務省放送を巡る諸課題に関する検討会第1回（2015年11月2日）配付資料



10総務省プラットフォームサービス研究会第24回資料５（２０２１年３月１７日）



11総務省プラットフォームサービス研究会第24回資料５（２０２１年３月１７日）



12総務省プラットフォームサービス研究会第24回資料５（２０２１年３月１７日）
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https://transparencyreport.google.com/netzdg/youtube?items_by_submitter=period:Y2021H2&lu=reports_resu
lting_in_action&items_by_reason=period:Y2021H2&reports_resulting_in_action=period:Y2021H2

Googleの報告書（２０２１年７月～１２月分）
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https://scontent-nrt1-1.xx.fbcdn.net/v/t39.8562-6/272780755_501288795008908_3397613968114653452_n.pdf?_nc_cat=107&ccb=1-
5&_nc_sid=ae5e01&_nc_ohc=F3m94LUSWeUAX_IG_-h&_nc_ht=scontent-nrt1-1.xx&oh=00_AT_CrERkPY_xwelvYAPqEyrjsYrrqu-
RhwPrdmsIlSM6QA&oe=62439CD3

Metaの報告書（２０２１年７月～１２月分）
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Fin

ご清聴ありがとうございました。


